
 

 

 

 

 

日本記者クラブ 

昼食会 

オンライン世界下におけるニュースの将来 

トム・カーリー AP 通信社社長兼 CEO 
２０１１年９月２９日 

 

カーリー氏は、デジタル時代のニュース配信について、ＡＰがすすめる以下の

ような取り組みなどについて語った。 

①2012 年末までに映像ニュースをハイデフィニション（ＨＤ）に切り替える 

②米国の地方加盟社との編集・広告面での連携を深め、デジタル対応の新商品を

開発する 

ＨＤ映像ニュースについては、ＡＰが北朝鮮と独占配信契約を結んだことを明

らかにした。 

デジタル革新により、ニュースコンテンツ市場が拡大しているのをメディア関

係者は歓迎すべきである。この変革は技術的よりは文化的なもので、人と人と

のコミュニケーションを促進するものとして捉えれば、経営者にとって大きな

成功を得る機会になるだろう、という。 

ＮＹタイムズのウェブ有料化への反応が良いことからも明らかなように、信頼

できるメディアの信頼の高いコンテンツを、人はプレミアムを払ってでも入手

しようする。個々のニーズにあうように、ニュースをカスタム化していくこと

で、新市場の開拓につながっていく、とも。 

 

 

司会 日本記者クラブ理事 星野誠（TBS テレビ取締役報道局長）  

質問 日本記者クラブ企画委員 坂東賢治（毎日新聞編集編成局次長） 

 

日本記者クラブ Youtube チャンネル  

http://www.youtube.com/user/jnpc#p/search/0/0U8WkjZzObU 

（この会見抄録はゲストの発言に基づきまとめたものです） 

 

 

○C 公益社団法人 日本記者クラブ

 
 

http://www.youtube.com/user/jnpc#p/search/0/0U8WkjZzObU
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カーリー社長兼ＣＥＯ  皆様、こんにちは。

星野さんには寛大で温かいご紹介を頂き、あり

がとうございます。 

今日は素晴らしい日ですね、天気も良く。こ

んなに多くの皆様がここにお集まりになられ

た理由を推察しますと、将来もジャーナリスト

の仕事があるかどうかをお知りになりたいか

らではないかと考えます。それに対する私の答

えとしましては、心より「イエス」と申し上げ

たい。しかしながら、我々にはやらなければい

けないことが多くあります。今日はその幾つか

についてご説明し、後でご質問にお答えしたい

と思います。 

先月、私はニューヨークの国連本部で行われ

た [韓国] 聯合通信社主催の 2011 年国際報道

写真賞式典で、賞を授与する役目を依頼されま

した。受賞者の１人は、皆様方がご存じの方か

もしれませんが、読売新聞の関口寛人さんでし

た。今年 3月に日本を襲った大震災の直後に彼

が撮影した印象に残る写真が認められ、金賞を

獲得しました。 

それは充分に受賞に値する写真で、彼に賞を

授与することに喜びを感じました。想像を絶す

るような苦難や廃墟に直面し、関口さんや日本

のメディアの皆さんがそれらを歴史として記

録するために立ち上がり、当局の規制に挑みな

がら、我々の多くが幸いにも直面することがな

いほど大規模な悲劇と災害を取材されました。 

皆様ご自身、皆様のご家族、皆様のお国が今

年経験されたことを考えますと、とても謙虚な

気持ちにさせられます。また、大切な方を亡く

された日本の皆様に対し、心よりお悔やみ申し

上げます。そして、皆様の類い稀な精神が世界

中の多くの人々を感銘させたこともお伝えし

たいと思います。我々としては、速やかな復興

をお祈りしております。 

我々は今、不安定で混乱に満ちた世界に生き

ています。政変があり、中東での刻々と変化す

る情勢や一連の恐ろしい天災があり、そして世

界中で経済混乱が起きています。 

今年、皆様が地震、津波、原発事故の報道で

経験されたように、ニュースはこれまで以上に

重要となり、より多くの人々に求められていま

す。それで我々の仕事は安泰とお考えになるか

もしれません。しかし、この新たな報道の世界

に確実なものは全くありません。 

 

ニュースは携帯端末で持ち歩く時代 

 

ケーブル・ニュース・チャンネルの出現とデ

ジタル方式の情報配信の進化は「常時オン（つ

なぎっ放し）」のメンタリティーを生み出し、

速く報じたつもりでも、多くの場合は、それで

も充分な速さではないという状況になってき

ました。いつでもニュースを目にし、インター

アクトできる多様なプラットフォームが発明

され、消費者は新聞が出るのを待ったり、ニュ

ースが放映されるまで画面の前に座って待つ

ようなことはしなくなりました。今、ニュース

はほとんどリアルタイムで、どこにでも持ち歩

く小さな携帯端末に乗って、共に歩き回るよう

になりました。 

そしてこれらの変化は時空を超えたスピー

ドで広がっています。 

数年前に米国の有力な新聞の未来について

尋ねられたとしたら、それに対処するためには

充分時間があり、大丈夫だと答えたでしょう。

しかし、今日、米国の新聞社は生き残りをかけ

て闘っています。民主主義社会にとって極めて

重要な、伝統的な独自ニュース取材をいかにし

て支えていくか、その方法を模索しています。

しかし、それを支えていた収入も今や次第に細

分化され、さまざまなところに分散してしまい

ました。 

確かに、米国はこのデジタルメディアへの移

行については、その爆心地（グラウンド・ゼロ）

となっています。しかし、私の個人的な経験や

来日の際の観察をもとに、ここで皆様に申し上

げたいことは、これは米国だけの現象ではない

ということです。オンライン・プラットフォー

ムやオンライン機器での情報消費への移行は

今後も継続するでしょうし、それは必然的に世

界中の伝統的メディアのあり方を一変するこ

とになるでしょう。 
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これは決して悪いことではありません。それ

は人々がより多くの情報をより早く手に入れ

ることができ、生活上で重要な選択や決定をす

る際に、その根拠となる選択肢や情報を入手で

きることを意味します。しかし同時に、噂や仄

めかしや虚報ではなく、独自に取材した真っ当

なニュースを提供している我々も、この新たな

社会に速やかに対応し、世界中の人々が信頼で

きるニュースを得ることができるようにしな

ければならないことを意味します。 

このデジタル時代に競争力を失わず、我々の

独自ニュース取材の未来を確かなものとする

ために、加盟新聞社、提携社、そして顧客の契

約社と一緒に AP が取り組んでいる幾つかの事

柄について話したいと思います。 

映像ニュースはこのような未来に極めて重

要な一部となることを承知しています。より多

くの消費者が求めるようになり、それは全ての

プラットフォームに提供されるようになりま

した。AP の映像ニュース部門は、既に世界で

トップの映像ニュース通信社となっておりま

す。 

しかし、我々はそれに甘んじてはいけないの

です。昨年末、我々は映像ニュース・ビジネス

の包括的デジタル化を明言し、最初の２年間に

3,000 万ドル投資することを決めました。この

変革が 2012年に完了すると、AP のハイデフィ

ニション（HD）映像ニュースは世界中のメディ

ア顧客のデジタル・プラットフォームに容易に

適合させることができるようになり、新たに大

規模なニュース製品を創り上げることができ

ます。 

１８ヵ月間の変革プロセスの中で、カメラの

レンズから配信技術まで、我々の全てのインフ

ラをアップグレードしていき、顧客のニーズに

適う映像ニュースを効果的に配信できるよう

にしていきます。１１月にエンターテインメン

トニュース、その後にスポーツニュースと、段

階的に HD 映像を提供していくつもりです。来

年のロンドン五輪や、少なくともそれと同等の

興奮をもたらすと思われる米国大統領選挙ま

でには、完全な HD 化が完了していると考えま

す。 

 

北朝鮮からＨＤニュース配信の合意 

 

この場を借りて皆様にお知らせしたい最新

のニュースがあります。AP は、北朝鮮から HD

映像ニュースを世界中の放送局に提供するこ

とを可能にする独占契約に合意しました。この

発表の意味するところは、AP は北朝鮮での主

要なイベントを放送局向けの高質な HD 映像ニ

ュースを配信する唯一の通信社になるという

ことです。そのためのインフラは 2012 年に本

格稼働することになり、4 月 15 日に予定され

ている北朝鮮建国（故金日成主席生誕）100 周

年記念式典の取材に間に合うことになります。 

AP の北朝鮮での取材報道活動には、皆様が

多大なご関心を寄せておられると確信してい

ます。皆様ご存知のように、映像ニュース部門

で長く続いた関係を足場として、今度は平壌に

本格的な AP 支局を開設すると 6 月に発表しま

した。来年早々には平壌支局を開設し、先ずは

特派員の記者とカメラマン（フォトジャーナリ

スト）を常駐させようと思っています。 

これは歴史的な、そして重要な転機となる出

来事で、我々としては、実際の進展を意味して

いると考えます。AP にとって、このことは我々

の世界での取材網をさらに拡大し深めるもの

であり、そして AP 報道の中核にある信頼性を

示すものです。世界にとっては、北朝鮮と世界

の他の国々がより良く理解し合うためのドア

を開けることを意味します。 

AP は新聞・放送業界の提携社を助け、彼ら

がウェブ上での胸を躍らせるような機会を逃

さないようにするため、デジタル移行に向けて

のソリューション開発に取り組んでおります。 

 AP加盟の米国新聞1,300社と協力しながら、

新聞のウィークエンド版に挟み込むサプリメ

ント広告のデジタル版を開発しており、それが

新聞社の重要な収入源となっています。そして、

「アイサーキュラー (iCircular)」と呼ばれる

仕組みも、先週、米国でデビューしました。こ

の新たなモバイル広告プロダクトは、消費者が

スマートフォンを使って地元小売店でのセー
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ルを簡単に閲覧（ブラウズ）し、買い物リスト

を作ったり、価格を比較することを可能にする

ものです。 

 新聞社が伝統的な収益確保の方法から、デジ

タル時代のそれに移行することを支援してい

くことに加え、AP はメディア業界と共に作業

を進め、メディアが制作提供するコンテンツが

適正な支払いを確実に受けることができるよ

うな仕組みを開発しています。ウェブが出現し

て以来、コンテンツが何処に行き、何処で使わ

れているのか、誰も定かではないわけです。そ

して明らかなことは、多くの場所では我々に対

価を支払うことなく、コンテンツを使用してい

るということです。 

 ２年前、AP は「ニュースレジストリー(News 

Registry)」を開発し、発行元でコンテンツに

タグを付け、それがデジタルの世界におけるい

かなる場所での使用をも追跡することを可能

にしました。今年には、AP と約 36 の米国と他

の国々の新聞社が共同して 3,000 万ドル以上

の資金を調達し、成長著しいデジタルコミュニ

ケーション・プロダクトやサービスなどに提供

する独自のコンテンツを保護しながら使用を

認可する目的で、「ニュース・ライセンシング・

グループ」を立ち上げました。今年中にこの革

新的な会社の事業開始が予定されていますの

で、その際にさらに詳しい情報が発表されると

思います。 

 AP はニュースを取得するためのモバイル・

アプリケーションを最初に創り出した数少な

い報道機関の 1 つでした。AP モバイル・ニュ

ースは 800 万回以上もダウンロードされるよ

うになり、世界中で最も人気のあるニュース・

アプリケーションの 1つとなっています。今年

中にはバージョン５を提供しますが、ソーシャ

ルメディアのシェアサイトを含む、変化し続け

るニュース消費のパターンに対応する、劇的に

アップデートされたものとなります。我々がこ

のアプリケーションを創り上げたのは、米国の

新聞社がモバイルウェブ上で彼らのニュース

を我々のニュースと一緒に提供し、広告収入の

シェアを得ることができるようにするためで

す。我々は海外の提携社とも同様の計画を進め

るつもりでおります。 

 

Many-to-one モデルへ移行 

 

 我々は急激な変革の時代に生きています。描

写するのは簡単ですが、そこで経営していくの

は極めて困難なことです。ブロードキャストモ

デルと呼ばれ、1つのメディア機関が大多数の

人々に「広く報じる(broadcasting)」という、

昔のメディアモデルは崩壊しつつあります。今

は、多くのメディアが個々の消費者に送りつけ

る(Many-to-one)というモデルに取って代わら

れつつあります。この新たに出現したモデルで

は、多くのメディアプロバイダーが個人個人に

コンテンツを提供し、受け手側でそのコンテン

ツをパーソナライズ（自分の好きなように設

定）し、それにコメントを加えたり、それに対

する好き嫌いを友人たちと共有できるように

なりました。 

 メディア消費者、あるいはメディア経営者と

して、我々は新たな技術に驚嘆し、恐れを覚え

るかもしれません。最新の技術が見出しを飾る

一方、我々は先ず、この変革が文化的なものだ

ということ理解しなければなりません。それは

人々かどのようにして繋がり、関係を持ったり、

あるいはコミュニケートしていくかに関わる

ことです。もしも我々がこのデジタル移行を、

ニュース掲載のプラットフォームを存続させ

るためのものではなく、人々が結びつくのを助

けるものとして見れば、我々、メディア経営者

は大きな成功を収めることができるでしょう。 

 コンテンツのタイプや消費の仕方が変化し

ているにしても、コンテンツを求めるマーケッ

トが成長していることを、我々は喜ぶべきでし

ょう。旧来のプラットフォームを守り通そうと

して停滞していてはいけません。我々はニュー

スを報じ、それを読者や視聴者に届ける新たな

方法を導入しなければなりません。 

 数年を費やして AP に強固なデジタル基盤を

築いてきた結果、多くの機会が我々の目の前に

現れてきたことで、これまで以上に勇気づけら

れております。今日は、特に加盟新聞社を助け、
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彼らのコンテンツをローカルから全国的なプ

ラットフォームに載せることなど、その幾つか

の事例についてご説明致しました。 

 それらは全て胸を躍らせるような進展で、AP

に成長の道筋を与え、デジタル時代においても

引き続き主導的な役割を果たさせるでしょう。

しかし、オンラインの世界で競争するためのビ

ジネスモデルと技術を開発することだけが、成

功を保証するものではありません。適切なコン

テンツを持っていなければなりません。もちろ

ん、速く報じなければいけませんし、徹底して

顧客が望む方法で配信しなければなりません。 

 しかし、もっと重要なことは、それが適切な

コンテンツ（内容）でなければならないという

ことです。 

AP と他の通信社との違いを際立てる多くの

事柄の 1つとして、我々はニュース報道に特化

しているということが挙げられます。240 以上

の支局を世界中 100 カ国以上に配置しており、

その唯一の目的はニュースを取材し報道する

ことです。他の何の特別な意図（アジェンダ）

も持っていません。我々の使命としては、ニュ

ースを取材報道することに専心し、そして権力

に光を当て、公衆に奉仕すべき政府や指導者に

説明責任を負わせようとすることです。 

 

スピ－ドよりクレディビリティーを重視 

 

我々がその使命を成し遂げるには、信頼性や

正確性を維持し、そして説明責任を果たすこと

が最重要となります。今日のデジタル世界では

より速い情報伝達を要求していますが、我々は

正確性を犠牲にしてまで、スピードを重視する

ことはありません。究極的には、信憑性

(credibility)が最も大事なことと考えます。 

正確な報道によってもたらされる信憑性が

なければ、権力に説明を求めることはできませ

んし、AP はとても真剣にその役割に取り組ん

でいます。我々がいかに真剣にその責任を果た

そうとしているかという例を挙げますと、2001

年 9 月 11 日の攻撃があって以来、世界中で行

なわれた反テロ訴追の件数を集計したニュー

ス記事を最近配信しました。それには、103 カ

国と EU で、情報公開法に基づく請求を提出す

る作業が必要となり、非常に骨の折れる仕事と

なりましたが、AP には全世界に広がる取材網

があり、それを遂行するのに適していたと言え

ます。 

AP は、また、日本でも情報公開法を使い、

東京電力が大津波によって福島原発が操業停

止に追い込まれる可能性を排除していたこと

を示す文書を明るみに出しました。この記事は

日本でも広く使われ、日本メディアの優れた報

道を補足するものとなり、読者が必要としてい

る情報全容を提供するため、互いに補完し合う

ことの大切さを示すこととなりました。 

最後に、この度の地震、津波、原発事故など

の大災害取材に関し、長年にわたって提携関係

にある共同通信の皆様には、多大にして過分な

ご支援を賜りました。改めてお礼を申し上げた

いと思います。 

本日は、このように皆様の前でお話をする機

会を頂き、感謝致しております。この後は喜ん

でご質問にお答えしたいと思います。ありがと

うございました。（拍手） 

 

司会（星野誠・日本記者クラブ理事・施設

運営委員長 TBS テレビ取締役報道局長） 

どうもありがとうございました。コンパクトで

ありますけれども、示唆に富んだお話だったと

思います。それでは、企画委員の坂東さんにお

渡しします。 

 

≪質疑応答≫ 

 

代表質問（坂東賢治・日本記者クラブ企画

委員 毎日新聞編集編成局次長） 質問をま

とめる形で、代表質問ということで、いくつか

先に質問させていただきます。 

最初にお聞きしたいのは、アメリカでも日本

でもいろいろ試みられている、新聞のインター

ネット上での有料化モデルについてです。イン

ターネットでは、ニュース、情報がフリーであ
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るというような空気が広がっているというこ

とで、有料化する試みの必ずしもうまいモデル

ができていません。現在のアメリカの状況、有

料化モデルが定着する可能性があるのか、ある

いはどういうことをすれば有料化できるのか

について、お考えをお伺いしたいと思います。 

 

カーリー社長兼ＣＥＯ これはとても重要

な意味を持つ質問で、どこから収入を得るかと

いうことですね。 

まず最初に申し上げたいことは、我々はニュ

ースを無料で提供するという過ちを犯してし

まいました。しかしながら、我々は市場のこと

を理解しなければなりません。主要な放送事業

者は素晴らしい広告収入のプラットフォーム

を持っています。ですから、フラットスクリー

ン端末でもモバイルでも、この放送（ブロード

キャスティング）モデルが採用され、多くのコ

ンテンツが無料で提供されております。それで、

他の分野にいる我々も基本的にその先例に倣

ったわけです。 

 

様々なビジネスモデルを試してみる 

 

2 点申し上げたいと思います。1 つは、モバ

イル時代において、我々は変革を導入しなくて

はいけません。もう無料で提供することはでき

ないということです。 

それからもう 1つは、さまざまなビジネスモ

デルを検討しなければなりません。有料か無料

かという、二者択一の考え方ではいけません。

約 20 種類のビジネスモデルが可能になってい

ます。どのようにしてコンテンツを販売し、パ

ッケージ化し、配信するか、さまざまな方法を

検討し始める必要があります。 

放送モデルもその一部となります。そして

我々は皆、一定量のコンテンツを無料で提供し、

読者やニュース消費者の関心を呼ばなければ

なりません。 

しかし、我々が提供できるサービスには特別

なものがあります。例えば、写真とか、もしく

は素晴らしい歴史的資料へのアクセスなどが

あります。コンテンツをさまざまな形のパッケ

ージにして提供する多くの方法があり、それら

は消費者にとって魅力的なものになると考え

ます。まさに、我々はより創造力に富む必要が

あり、そしてさまざまなビジネスモデルを試し

ていかなければなりません。 

モバイル技術は、オープンウェブ上で我々が

これまで以上のコントロールを持つことを可

能にしました。このモバイル時代の夜明けとと

もに、我々は積極果敢に取り組んでいく必要が

あります。 

 

代表質問 社長はいま、最初に間違いを犯

したということをおっしゃいました。例えば

AP は、Google であるとか、ソーシャル・ネッ

トワークサービスのほうにもニュースを提供

しているのではないかと思うんですけれども、

そういう関係の中で、ニュースを提供する価格

をもう少しリーズナブルなものにしていくと

か、そのような交渉というのは、現在、進んで

いるものはあるんでしょうか。 

 

カーリー社長兼ＣＥＯ 坂東さん、難しい

質問はしないとおっしゃいましたよね。（笑） 

 

コンテンツを管理、制限して配信 

 

はい、交渉は順調に進んでいると、先ず申し

上げます。我々としては、コンテンツに対する

適正な価格（フェアバリュー）を得ることがで

きたと考えています。それから、我々が出すコ

ンテンツの中身を慎重に管理し、誰もがコンテ

ンツへのフルアクセスを持つことができない

ようにしています。ですから、内容は相手によ

って制限を加えるという傾向にあります。 

それから、最近我々が実施した最も重要な変

革は、どこでどのようにコンテンツが消費され

ているかを示すデータの提供を義務づけると

いうことです。我々は、今、ポータルを通じて

提供したコンテンツを追跡することができる
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ようになりました。それは我々のニュース取材

に影響を及ぼし始めています。ニュースをいつ

まで取材するか、どのような記者を取材に当た

らせるかの判断材料となり、そして商業的な意

味においても、異なったニュース消費者を対象

とする新たなビジネスの可能性を示唆してく

れるようになりました。 

我々が犯した最大の誤りは、初期の段階でそ

のようなデータの提供を求めなかったことで

す。今後、我々はこれを最重要課題として闘っ

ていかなければなりません。そのために、ニュ

ース・ライセンシング・グループを立ち上げま

した。 

そして、ニュース・ライセンシング・グルー

プは、今直ぐにということではありませんが、

一定の期間を経て、バランスを我々に有利な方

向に戻してくれるのではないかと考えていま

す。 

それから、モバイルウェブの出現によって、

少なくとも米国では、コンテンツをどこから得

て、どのように配信するかということにおいて

は、もう少しバランスが良くなるのではないか

と考えます。 

ソーシャルネットワークはかなり劇的に成

長してきて、初期のウェブプレーヤー数社や利

用者トラフィックに大きなインパクトを与え

ました。それで今、変化が起きているというこ

とです。この変化は我々にとってのチャンスで

あり、今度はもっと賢明に、そして積極的に取

り組んでいかなければなりません。それには、

コンテンツの流れを管理して制限したり、その

データを取得するなどして、ビジネスを展開す

る必要があります。 

 

代表質問 ちょっと別の話題に移ります。

先ほどの星野さんのほうからもお話がありま

したけれども、会場からも北朝鮮の問題につい

て、質問がきていますので、お尋ねいたします。 

北朝鮮に AP が常駐記者、カメラマンを置く

ことになれば、これは西側としては初めてとい

うことになると思います。北朝鮮がそういうこ

とに応じるというのは、相当な交渉をされたん

だなと思いますけれども、訪問されて、北朝鮮

の何らかの変化というのをお感じになったの

かどうか。あるいは、その交渉での苦労話等が

あれば、ぜひお聞かせいただきたいと思います。 

 

カーリー社長兼ＣＥＯ これは明らかに大

きな変化で、大きな展開となりました。我々は

約５年間、映像ニュースに関する関係を築いて

きました。その間、彼らは我々を注意深くチェ

ックしてきて、我々が公正な報道をしていると

確信したのだと思います。我々はどのような組

織で、どのように活動し、そして世界中の様々

な政府のある国々で活動してきたこともよく

承知していると思います。 

そして、彼らはＡＰが公正に報道してくれる

と確信を持つに至ったのでしょう。いずれにし

ても、我々は大きな期待を持って、状況をさら

に進展させようとしています。交渉は長きにわ

たり、興味深いものでした。我々は北朝鮮を数

回訪問し、彼らもニューヨークに足を運んでく

れました。そして同時に、いろいろな国の政府

に交渉の進捗状況について報告し、かなり前向

きのサポートを頂きました。 

 

ＡＰの北朝鮮支局開設は良い兆候 

 

つまり、西側の報道機関が北朝鮮に支局を開

設することは良いことだと考えてくれたわけ

です。これが先駆けとなり、他の前向きな進展

を導いてくれるかもしれないということです。

それが証明されるには時間がかかりますが、現

時点では、これは良い節目であり、良い兆候で

あると思っています。今年は世界中で多くの困

難に直面しておりますが、これは良いニュース

の 1つではないでしょうか。 

 

代表質問 もう 1 つぐらいにしたいと思い

ますが、直近のニュースということで、昨夜、

Amazon が新しいプラットフォームというか、

Kindle Fire の発表をしました。iPad とか、

Kindle Fire とか、そういう携帯端末がどんど

ん発達していますけれども、ああいう新しい端



 

8 
 

末に、先ほどもありましたけれども、AP は対

応されようとしているということでしたけれ

ども、Amazon とか Apple をどのように AP とし

てはごらんになっているのかを率直にお聞か

せ願えたらと思います。 

 

カーリー社長兼ＣＥＯ Kindle Fire とい

う名前を耳にした時、最初に思ったことは、私

の Kindle が火を吹くのではないかということ

で、関連記事を注意深く読みました。（笑）興

味深い名前ですね。 

このような機器は素晴らしいと思います。私

が旅をする時は iPad を持って出かけています。

今週は特に助かりました。北京のような場所に

いながら、多くのニュースメディアにアクセス

でき、世界で何が起こっているかを簡単に知る

ことができました。映画を観ることもでき、本

も読むこともできます。それに、週末に行なわ

れたアメリカンフットボール試合のハイライ

ト情報も得ることもできました。このような便

利な機器を持って生活するということがごく

当たり前になってしまいました。 

 

ニュース市場の増大をチャンスに 

 

同時に、2つのことを認識すべきだと思いま

す。ニュースコンテンツの市場が増大し、巨大

になってきています。そして、今年我々が目に

し、そして皆さんもとても深刻にご覧になりま

したように、地震、津波、そして原発事故が起

こり、人々は正確な情報を求めたわけです。そ

れは、我々メディアの役割です。ですから、我々

にとって、この市場が確実に成長しているとい

う、この機会をとらえなければなりません。そ

して、どのようにして人々と関わっていくか、

どのようにコンテンツを変えていくかを考え

出さなければならないということです。 

ＡＰにおいても、我々はどのようにニュース

を報道するか、そしていつ報道するかについて、

変革を進めています。より早く報道しなければ

ならないと思います 

昔でしたら、放送事業者向けには、世界中で

起こった各ニュースを伝えるために、非常に洗

練された 2 分間ほどの映像ニュース１コマを

数時間もかけて制作していました。今日、ここ

にも何人か出席していますが、我々は大勢の優

秀な記者も抱えています。彼らも１時間ほどか

けて 1,000語に上る記事を書いていました。こ

れは、この時代では時間をかけ過ぎとなりまし

た。そのような記事は今も必要ですし、彼らの

聡明な報道や、洗練された映像ニュースも必要

とされています。しかし、我々はもっと速くニ

ュースを配信することが求められています。幾

つかの文章に分けて、もっと速く報じなければ

なりません。何故なら、携帯端末機器がそのよ

うに機能しているからです。 

また、これは新たな収入を確保する絶好の機

会であるとも考えています。そのためには、他

のコンテンツプロバイダーと連携してコンテ

ンツを統合し、中身の濃い報道にする必要があ

ります。例えば、スポーツニュース、エンター

テインメントニュース、そして金融ニュースな

どですね。深く掘り下げたものを提供し、それ

らを写真やマルチメディアのグラフィックス

などの、歴史的なニュース資料にリンク付ける

ようにすれば、収入を増やすことが可能でしょ

う。少なくても、ニュース市場のかなり大きな

部分では、コンテンツに対してお金を払うこと

を厭わないと理解しています。それで、我々は

こうして協力しながら取り組んいるわけです。 

Apple のネットワークは非常に大きな成功

を収めています。誰もがそれを利用して課金す

ることができ、かなり速く収入を得ることがで

きます。これは新たなモバイルの世界でビジネ

スをしていく上での良い例となっており、これ

によって、昔のコンピューターやオンラインの

世界にはなかった新たな門戸が開かれたとい

うことだと思います。 

 

代表質問 代表質問はこれくらいにして、

星野さんにお返しします。 

 

司会 ありがとうございました。では、こ

こから直接質問を受けたいと思います。質問の
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ある方、手を挙げて、近くのマイクでお名前と

会社名を名乗ってから質問をお願いしたいと

思います。どなたか、質問ございますか。 

では、皆さんが質問を考えている間、私のほ

うから 1問、質問させていただきます。いまの

話は、北朝鮮の映像の HD 化という、テレビ局

にとっては非常に魅力のあるもので、大変でし

ょうが、やりがいのあるいい話だなと思ったん

ですけれども、足元の収益ですね、つまり、世

界経済は非常にシュリンクしていて、みんなメ

ディアの広告収入が減っている中で、コンスタ

ントに加盟料を集める苦労というのもあるか

と思うんです。 

ちょっと暗い話ですけど、収益の確保という

のには、どういう注意を払っていらっしゃるの

か、お聞きしたいと思います。 

 

カーリー社長兼ＣＥＯ はい、メディア会

社を経営している人は皆、収入に関する質問を

受けます。（笑）収入、収入、収入と。 

我が社の収入について言えば、今年は僅かに

増えることになるでしょう。1％ですが。来年

は数％増えると予測しています。放送業界は好

調で、ビジネスを拡大していると理解していま

す。 

 

地方加盟社との連携で新商品を開発 

 

新聞業界はどうかと言いますと、特に米国に

おいては、かなり厳しい状態が続いています。

これは避けることができません。しかし、新興

の市場もあり、我々はそこで新たなデジタルプ

ロダクトをニュース消費者に直接届けること

ができるわけです。我々はローカルメディア

（AP 加盟の地方新聞社）を助けることができ

る立場にいると思います。つまり、ローカルメ

ディアのコンテンツを我々のコンテンツとミ

ックスして、新しい商品を造り、それに料金を

チャージする、あるいはその周りに広告を掲載

することもできます。これは以前に存在しなか

ったプロダクトで、新たなマーケットがそれを

可能にしてくれます。ですから、このような可

能性について、私は皆様方よりも大分楽観的に

考えていると思います。 

社内でも話していますが、私はデジタル変革

については 1991 年から取り組んできています。

私はグループの一員として、1991 年のインタ

ーネット会社買収に関わりました。2012年は、

私のキャリアの中で一番わくわくする年にな

るでしょう。というのは、新たな収入を確保で

きる新たな機会がようやく明確に現れてきま

した。その市場で展開する我々のプラットフォ

ームも見えてきましたし、スピードも大きく変

わってきました。こうしてお客様のニーズに応

じてカスタム化したプロダクトを配信できる

ようになりましたし、それが収入増につながる

と思います。 

来年には、我が社から多くの新たなプロダク

トが出る予定です。TBS にも、是非、購入して

頂きたいと思っています。とにかく、2012 年

には新プロダクトによって 2 桁の収入増を見

込んでいますし、予算にもそのように計上して

います。 

 

質問 日本の 3.11、特に原発事故の報道に

ついて、日本のマスメディア全体の傾向として、

人々に不安をあおらないように、抑制的に報道

しているというのが特徴だというふうに、メデ

ィアの関係者の方もいろいろなところで書い

ています。それをある意味、肯定的に受けとめ

ているんですが、世界のメディアからは厳しい

批判が出て、本当のことを書かない、どうも政

府は東電に近い、一体どうなっているという批

判もあるんです。そういう日本のメディアの姿

勢について、どのように考え、もし提言があれ

ば、お聞かせいただきたいと思います。 

 

カーリー社長兼ＣＥＯ 2 点ほど申し上げ

たいと思います。第１に、日本のメディアの

方々は、地震の後にできることで最も重要なこ

とをなさっていると思います。それはそのニュ

ースを報道し続けているということです。 

多くの犠牲者に対し、我々が犯し得る最大の

間違いというのは、報道するのをやめて次のニ
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ュースへと移って行ってしまうということで

す。日本のメディアはこのニュースをずうっと

追い続け、人々の心に訴える詳細なニュースや、

とても興味深いニュースを提供してきました。

それは世界中の人々の心に刻み込まれたもの

となりました。ですから、日本のメディアは、

報道し続けるという基本的原則の重要な部分

をしっかりと守り、その役割を果たしていると

思います。 

原発問題に関しては、我々の米国内での取材

についてお話したいと思います。皮肉にも、よ

く起こることなのですが、AP の調査報道記者

は 3.11 前から米国における原発の安全性につ

いて取材していました。もちろん、地震発生後、

日本で何が起きていたかを理解することに注

意を払い、それらの国内報道を棚上げにしまし

た。その後、少し落ちついてから、また国内報

道の取材に戻りましたが、我々は原発の危険性

について充分に注意を促していませんでした。 

米国にも深刻な原発の問題があります。AP

が報じた主要な記事の 1つは、原子力産業が規

制に関する問題にぶち当たる度に、彼らは政府

と連携し、政府に規制を緩めてもらってきたと

いうことでした。言葉を言い換えると、以前か

らあった安全基準が危うくされてきたという

ことです。我々は、それらの安全基準がいかに

問題となるほどまでに緩められているかとい

うことを生々しく詳細な記事を以て報じまし

た。 

皆様が記憶されていますように、日本国内で

も問題が起こりましたね。これはすぐ米国にも

伝わりましたが、避難地域をどの程度の範囲に

すべきかということです。12 キロ圏内か、20

キロ圏内か、50 キロ圏内か。米国で一般に認

められている基準も更新されていません。です

から、50 キロ近くというのが、いまでも米国

の避難地域基準ということになっているわけ

です。 

ですから、大事な問題を扱う時にも普段と同

様、我々はニュースを公正に伝えなければなら

ないということです。誇張してはいけません。 

バージニア州でも地震がありました。日本で

の地震に比べると小さい規模でした。私は東京

の高層ビルに滞在中、マグニチュード 6.9 の地

震を経験し、高層ビルがどの程度揺れるか、そ

して日本では地震が生活の一部となっている

かを知っています。しかし、バージニア州は東

海岸にあって、東海岸では地震に対する備えが

全くなく、人々は怖がりました。24 以上の余

震があり、幾つかの報道機関は余震について報

道していました。本震の後に余震が来るという

ことは当然のことですが、多くの人々を怖がら

せることになりました。 

 

バランスのとれた記事で支持を得る 

 

ですから、バランスを持って報道しなければ

なりません。最も重要な問題の報道に多くの労

力を注ぐということは確かだと思います。我々、

編集者は意思決定をしなければなりません。で

すから、国民が安全に暮すことの助けになる重

要な情報を入手したとしたら、それを掲載した

り、放送したりすべきでしょう。決してそのこ

とを恐れてはいけません。しかしながら、些細

なことを必要以上に大げさに報道すべきでは

ありません。今日のニュースは充分に怖いもの

となっています。誇張する必要はありません。 

そのように、我々、編集者にはバランスのと

れたニュース判断が求められるということに

なります。もし、バランスのとれたニュースを

提供すれば、一般市民は我々を支持してくれる

でしょう。そして、プレッシャーをかけるべき

ところにプレッシャーをかけることができる

でしょう。このケースでは、それが原発を規制

する政府機関であったり、原発産業となるでし

ょう。 

 

司会 もう一問、司会から質問させていた

だきます。さっき、新興市場という言葉があり

ましたけれども、中国への取り組みというのを

どう考えているか。 

実は、いろんな特派員、アメリカメディアの

特派員も、東京、北京というのを二またかけて

いる人も多くて、最近はどうも北京にいる比率
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が多くなっているなと思えるものがあって、そ

れは取材上しようがないのかなというふうに

も思いますけれども、ニュースエージェンシー

としての中国への取り組みというのをちょっ

とお聞かせ願いたいと思います。 

 

カーリー社長兼ＣＥＯ 明らかに、中国は

信じられないほど大きなニュースとなってい

ます。中国を訪問してから、日本に来ましたが、

経済成長や、活力や、経済発展に魅了されまし

た。メディア界も成長していますし、興味をそ

そられます。ソーシャル・シェアリング・ネッ

トワークの参加者数も 2 億人に迫りつつある

ということで、今は競争の厳しい、オープンな

マーケットになっているわけです。 

ご指摘頂いたように、外国特派員数が削減さ

れていると私も理解しています。しかし我々は

特派員の数を削減しておりません。現状を維持

するか、むしろ増やしているくらいです。中国

ニュースはさらに大きくなり、さまざまな次元

を持っていますので。中国に駐在している外国

特派員全体を見ますと、多分世界中のどの都市

に駐在する特派員グループよりも強力なので

はないかと思います。と言いますのは、中国に

は中国の規則があり、現地人を記者として雇う

ことはできません。その結果、外国特派員にと

って、中国が大きな市場となったわけです。 

中国は多くの大ニュースを提供してくれま

す。それで、最も優秀で才能あるジャーナリス

トが北京に惹き付けられ集まってきました。そ

れで、私が中国を訪問する度に思うのですが、

常駐している外国特派員たちの理解度の深さ

や幅広い専門知識にいつも感心させられます。 

そうは言っても、中国は国土が広く、人口は

都市の幾つかに集中しています。取材すべきで

あるにも拘らず、我々がまだ取材しきれていな

い所がたくさんあります。それで、我々は取材

の範囲をどのようにして拡大できるか、あるい

は拡大すべきか、そしてそれをどのようにして

収入につなげていくかを真剣に話し合ってい

ます。それらをニュースの展開に合わせて調整

しなければなりません。中国ニュースはまだ伸

び続けています。 

我々は少なくとも現状を維持していくつも

りですが、できればもっと増やしていき、我々

の国際ジャーナリストとしての取材範囲を揺

るぎないものしたいと思っています。 

しかし、中国で収入を得るのは大変です。本

当に大変です。 

 

質問 冒頭で、モバイルの利点について、

お話しくださいました。モバイルの利点は、ニ

ュース業界にとってどこにあるんでしょうか。

また、この業界の未来について、お話しいただ

ければと思います。2012 年が非常に大切な年

になるとおっしゃいましたけれども、その中で、

デジタルニュースはどのように進化していっ

て、5年後、10 年後どうなっているでしょう。 

 

カーリー社長兼ＣＥＯ 私の講演で述べ

たつもりでしたが、2点ほどございます。 

 

コンテンツのカスタム化が可能に 

 

今はまさに Many-to-one の時代で、カスタム

化が可能な時代だということです。多くのモバ

イルデバイスがあり、新たなアプリケーション

も次々と出てきています。我々の新たなモバイ

ル・アプリケーションも来年早々に出てきます

が、これによって本格的なカスタム化が可能に

なります。 

それで、人々は自分たちが望むものをより確

実に、より多くのソースから得ることができる

ようになります。AP のコンテンツだけでなく、

国際的な提携社や各種のテーマに特化した専

門業者などのコンテンツを統合して提供でき

るようになります。多くの人々がこれに応えて

くれると思います。 

ニュースに対する市場が成長していること

を最も簡単に説明しますと、過去３年間で最も

多くツイートされた言葉は「ニュースイベン

ト」です。若くて、デジタルに詳しい人たちの

最大の関心事は「ニュースイベント」というこ
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とです。残念ながら、今年一番多かったのは日

本で起こった「原発、津波、地震」災害という

ことでしたが。これは、やはり、ニュースに価

値があるということの証拠ではないでしょう

か。それらのニュースをカスタム化して友人な

どに伝えることかできるということです。そし

て、人々は自分たちが信用するコンテンツに対

してはプレミアムを払ってくれるものと信じ

ています。 

優れたコンテンツを提供している『ニューヨ

ーク・タイムズ』は、「ペイウォール」という

仕組みを実施しましたが、それに対する良好な

反応がそのことを立証しています。人々は信頼

できるソースから信頼性の高いコンテンツを

得たがっているということです。これらの理由

もあり、そして新たなプロダクトを製作し、そ

れらをカスタム化できるようになれば、それが

我々にとっての新たなマーケットになると思

います。 

将来の展望としては、「カスタム化」以上の

ものが必要となってきます。今後の 2、3 年間

には、カスタム化を中心に努力が重ねられ、難

しかったニュース掲載のための提携やプラッ

トフォームの統合が容易になるでしょう。我々

は放送事業２社と協力し、数カ月後にコンテン

ツの範囲を絞った新たな事業を開始する予定

です。これが突破口になると思い、わくわくし

ています。 

我々がウェブの初期にやったことは、既存の

コンテンツをそのままウェブに載せ、それを無

料で提供していました。今はそれを控えるよう

になり、無料で受けているところに対しては、

他社と提携しながら新たなコンテンツを提供

するなどして、問題の解決を図っていこうと思

っています。 

 

質問 私が質問したいのは、ニュースのク

レディビリティーという問題です。40 年ぐら

い前のときは、大体 AP、UPI、タス、ロイター

のうち 3社が報道していれば、大体正しいんじ

ゃないかという判断でニュースをつくってお

りました。しかし、その後、衛星中継の時代に

なってきました。そうすると、映像と音声を現

場から送ってくるんですね。 

そして、いまの新しいネットの中でいろんな

融合が起こってくる時代に、一体どういうふう

にして我々はそのニュースのクレディビリテ

ィーを確保するのか。 

例えば、AP が報道していることはある程度

正しいとしても、どこかほかのところでもう少

し確かめなければいけませんね。そういうこと

については、クレディビリティーについてはど

ういうふうにお考えでしょうか。 

 

カーリー社長兼ＣＥＯ 2 つの問題を分け

て考えてみましょう。 

まず最初に、ウェブ上にはさまざまな誤った

報道があります。これは技術の変革とは全く関

係のない話です。我々は間もなく、市場でのニ

ュース配信をすべてウェブ中心とし、すべてデ

ジタル化することになります。そして衞星配信

はやめることになるでしょう。人々が信頼性を

判断できるようにするための 1つの方法は、彼

ら自身が直接見ることができるようにするこ

とです。我々は今、世界中のどこからでも生中

継を提供する能力があります。 

ご記憶にあるかと思いますが、ご自身が現役

として活躍されていた頃は、衛星送信トラック

を使用し、遠く離れた所で起きたニュース映像

を制作・編集したものです。それらは１台 50

万ドルの費用がかかりました。最新のキットは、

2 万 2000 ドルぐらいの費用で調達でき、より

自由自在に使うことができます。今はそういっ

たタイプの機材が販売され、放送業者によって

世界中のあらゆる所で使われています。我々も

来年には 100 カ所以上に配置します。それで、

人々が自分自身の目でニュース現場を見るこ

とができるようになり、それがクレディビリテ

ィーを得ることにつながると思います。 

 

ニュースの信頼性は究極的には個人の判断 

 

しかし、究極的には皆さんの判断の問題にな
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ると思います。私は人々の判断を信頼していま

す。特に、日本のように洗練され教育水準の高

い国々では、皆さんは自分で判断を下すことが

できると思います。誰々は信用できるが、これ

は信用できないといった判断ですね。我々のコ

ンテンツは、日々、1 万 5000 の報道業界の顧

客によって厳しく吟味されています。ですから、

我々が何か愚かな、あるいは間違った報道をし

ているか、それとも正しい報道をしているか、

直ぐに分かってしまいます。そして我々は、ほ

とんどの場合、迅速に正しい報道を提供してい

るわけです。 

昔は、ニュース源の数が少なかった。それは

確かです。しかし、今はその数も多くなり、ニ

ュース源を昔より簡単に比較することができ

るようになりました。私が記者として仕事を始

めた頃は、どこで情報を得たかと言うと、「モ

ルグ（資料室 – 遺体安置所の意味もある）」

と呼ばれた所に行ってファイルされた切抜き

記事を探したものです。そして幸運にも、誰か

がそれらの切抜き記事をファイルに戻したこ

とを覚えていれば、それで背景情報を入手する

ことができたというわけです。 

今では、ウェブにタイプインし、数秒で多く

の情報にアクセスを持つことができます。とて

も便利になりました。記事をより完成されたも

のにすることができます。最新の情報と歴史的

な情報を結合し、記事に深みを持たせることが

できるわけです。古い写真と新しい写真もマッ

チングさせて。ニュース報道にとって実に素晴

らしい時代となりました。そして我々はそれ対

して料金を課す必要があります。人々はニュー

スの真偽について識別できると思います。そし

て彼らにニュースに対してお金を払う習慣を

身につけてもらう必要があります。核汚染地域

や、あるいは我々の場合ですと、多くの戦争地

域にジャーナリストを送って取材する報道機

関が提供するニュースに対しては、適切な料金

が支払われる仕組みを確立しなければなりま

せん。それが今後の大きな課題となっています。 

 

質問 ソーシャルメディアの対応について

伺いたいんですが、ソーシャルメディアを通じ

た読者、視聴者とのエンゲージメントの重要性

について、どのようにお考えか、改めて伺いた

いと思います。それを収益増に結びつけるため

にキーポイントはどんなところだとお考えで

しょうか。 

 

カーリー社長兼ＣＥＯ 過去 6ヵ月間に米

国で起こったことをご説明します。それで、マ

ーケットがいかに速く動いているかお分かり

いただけると思います。ソーシャルメディアの

台頭が放送業者や放送モデルに大きな影響を

与えてきました。 

この 15 年間、放送事業者は、通常の放送収

益の他に、単にコンテンツをウェブに載せ、広

告収入をウェブから得ることで、かなり好調な

ビジネスを展開していました。そこにソーシャ

ルメディアが登場し、多くの視聴者を獲得して

いきました。それで、視聴者数の伸びは低迷あ

るいは減少し、多くの放送事業者の広告収入も

減り始めました。それで突然、多くの放送ネッ

トワークは、どのようにして収入増を図るべき

かということを検討し始めたわけです。 

今は内省の時期で、何をすべきか、誰を対象

にすべきか、どのようなコンテンツを提供すべ

きか、何に焦点を当てるべきかなどを検討して

います。ですから、さまざまなサイトに提供さ

れるコンテンツに、かなり大きな変化が見え始

めました。そして、彼らがソーシャルネットワ

ークサイトと連携してニュースをプロモート

するようになりました。Twitter を介したり、

特定のコンテンツが確実に Facebook に載るよ

うにすることなどで。 

我々の新たな iPad アプリケーションでは、

記者名をクリックすると、その記者のページに

つながり、その記者が書いた他の記事を読むこ

とができるようになります。それが 1つのタイ

プのエンゲージメントにつながると思ってい

ます。特に一定のニュースに関しては。そうし

て、その記者の報道を追うことができるように

なるわけです。それらの幾人かは名の通った記

者になるでしょう。 

我々にとって、これは長年にわたって放送事
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業者が成功を収めてきた、ニュースに添えるパ

ーソナリティを生み出すという手法を活用す

るチャンスだと考えます。スポーツコラムニス

ト、ファイナンシャルコラムニスト、などなど。

そうして、我々が数年間使用してきた技法の幾

つかを新たなプラットフォームに適用し、ソー

シャルネットワークとの連携に活かしていこ

うと思っています。 

 

映像・記事とも短く、早く出す 

 

最大の変化は、速くニュースを送り出すとい

うことです。映像ニュースにしても、記事にし

ても、短く、速くです。2分間の完成されたビ

デオクリップや、1000 語の記事が出来上がる

のを待つ必要はありません。1つの文章だけの

記事でも結構です。とにかく、ニュースを即時

に送り出すということです。そういったレベル

でのインターアクションあるいはエンゲージ

メントができれば、新たなマーケットに進出し

て行けるでしょう。 

現実として、この頃の若い人たちは新聞を読

みません。でも今、チャンスが巡ってきて、ト

ップ 10 の写真や、トップ 10 の最も興味深い記

事の概略をソーシャルネットワーキングサイ

トに掲載することができます。そうすれば、膨

大な数のフォロアーに届けられるでしょう。数

100 万人の新たなフォロアーを得ることも可

能だと思います。 

我々はこれらの新たなマーケットに対する

見方を変えなくてはいけません。異なった人た

ちがいて、異なった関心を持っているというこ

とです。ですから、1つのマーケットに毎日同

じものを持っていくという考え方ではいけま

せん。1つのサイズが皆に適合するはずもあり

ません。カスタム化しなければなりません。し

かし、これは常に文化の問題でもあります。こ

れらの人々はそこに参加し、連絡を取り合いた

がっていると理解しています。我々はそこで彼

らが参加し、情報を共有し、関係を築き上げる

ことを助けることができます。我々はその役割

を果たすことができます。 

もし我々が技術の分野で競争しようとして

も、多分、技術会社には負けるでしょう。でも

文化に関しては、我々メディアはその一部とな

って進むべきでしょう。 

 

司会 ご質問、ございますか。――坂東さ

ん、お願いします。最後の質問ということで。 

 

坂東委員 アメリカのジャーナリズムの状

況についてお聞きしたいんですが、いまカーリ

ー社長のほうから力強いお話が多かったんで

すが、地方紙とか地方テレビは非常に経営状態

が厳しいと。アメリカ人の知人からも、そうい

うローカルなニュースに非常にアクセスしづ

らくなっている。そういうことが、フリーなジ

ャーナリズムを基盤としたアメリカの民主政

治、あるいはアメリカの政治システムに影響を

与えるんじゃないか、というような悲観的な見

方もあるんですけれども、カーリー社長は、ジ

ャーナリストとして、アメリカのジャーナリズ

ムの現状、ジャーナリズムが果たして弱くなっ

てはいないか、あるいは、それがアメリカの政

治に影響を与えることはないか、これについて

どのようにお考えでしょうか。 

 

カーリー社長兼ＣＥＯ 米国では、以前に

比べ、ジャーナリストの数は数万人減ってしま

いました。でも、すべての主要なメディア会社

は、調査報道に強いコミットメントを持ち続け

ています。 

政治プロセスはより物議を釀し出すように

なってきています。2週間前に報道についての

会合で受けた質問は、政治プロセスを操作しよ

うとする人たちがいて、我々がしっかりと監視

していかなければならないが、その分野での報

道に充分な備えをしていますか、我々ジャーナ

リストはそれ以上の力を持って番犬の役割を

果たしていますか、ということでした。我々は

調査報道を強化しています。そして、そのよう

な政治プロセスでの操作を見逃すことのない

ように監視を続けています。 

地方メディアについては、もちろん、とても
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苦しんでいます。その点に疑問の余地はありま

せん。今後も苦境は続くでしょう。その理由の

1つとしては、昔の世界では地理的な境界があ

って、明確に定められたマーケットがありまし

た。しかし、インターネットが登場したことに

よって、文字通り、境界線がなくなってしまっ

たわけです。 

ＡＰが取り組んでいることの幾つかは、彼ら

を助け、彼らのコンテンツを全国プラットフォ

ームに載せようとしていることです。アイサー

キュラー(iCircular)の広告プラットフォーム

を通じて彼らのコンテンツを見ることもでき

ますし、全国向け広告を載せているモバイル・

アプリケーションでも見ることができます。そ

うして、新たな収入源を得る機会を地方メディ

アにも提供し、財政の安定化を支援しようとし

ています。 

ジャーナリストが政治プロセスを監視する

役割が減少するとは思いません。米国では、特

定のメディアの規模は小さくなりましたが、そ

の一方、新たなメディアが台頭してきました。

そして、それらの多くは政治テーマを中心に形

成されています。ですから、これまでより多く

の目が政治家の動きを監視し、報道するように

なってきました。 

昔は、政治家が小さな町に現れたとしたら、

取材する記者は誰もいなかったというような

ことがあったわけですが、今はそのようなこと

はあり得ません。誰かに取材されることになり

ます。もちろん、カメラや録音機器が広く出回

っていて、それらを使えば政治家が話すことな

どを全て記録できます。ですから、現時点での

見通しはかなり明るいと思います。しかし、

我々の側としては、監視し続けなければなりま

せんし、それは今後の懸案事項でもあります。 

 

司会 ありがとうございました。有意義な

話を伺ってまいりましたけれども、時間になり

ましたので、きょうのところはこれで昼食会を

終わりにしたいと思います。 

カーリーさん、本当にどうもありがとうござ

いました。（拍手） 

（文責・編集部） 


